
ＤＸ認定と行政書士業務
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自己紹介 2

平下研祐
飛騨屋社労士・行政書士事務所

1981年生まれ。
岐阜県関市在住。

趣味:お酒、ギター、読書

関商工卒業後、機械オペレーターや営業職を経て
行政書士、社会保険労務士を取得。
県内大手社労士事務所にて１名～約1,000名規模の会社を約60社担当。
様々な労務相談や人事制度作成を経験し、
その後に上場企業子会社の人事に入社し、テレワーク導入や会議時間
削減など働き方改革事務局を担当。

保有資格:社労士・行政書士・通関士



我が国デジタル化政策の歴史
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「e-Japan戦略」 4

（引用）総務省、「e-Japan戦略」の今後の展開への貢献

２０００年９月に日本型IT社会



IT新改革戦略

5（引用）IT戦略本部（2006）「IT新改革戦略 概要」

2006年～2010年



i-Japan 戦略 2015 6

2009年4月、デジタル技術の
進展に加え、百年に一度と
も言われる金融危機

（引用）IT戦略本部（2009）
「i-Japan戦略2015」



新たな情報通信技術戦略 7

2010年～2020年

政府が主導する社会から国民が主導する社会に転換するための、非連続な飛躍を支える重点戦略（3本柱）
に絞り込んだ戦略

「国民本位の電子
行政の実現」

「地域の絆の
再生」

「新市場の創出と
国際展開」



2010年以降 8

■デジタルデータの利活用 2010年～
世界最先端IT国家創造宣言（2013年）

官民データ活用推進基本法（2016年）

世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（2017年）

デジタル・ガバメント推進方針（2017年）

デジタル・ガバメント実行計画（2018年）

■デジタル社会の構築
世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（2018年）

デジタル田園都市国家構想 （2021年）



「DX 推進指標」とそのガイダンス 9
2019年 7 月 経済産業省
「DX 推進指標」とそのガイダンス

＜DX を巡る現状＞
あらゆる産業において、新たなデジタル技術を利用してこれまでにないビジネスモデル を展開する
新規参入者が登場し、ゲームチェンジが起きつつある。こうした中で、各企業は、 競争力維持・強
化のために、デジタルトランスフォーメーション（DX:Digital Transformation）をスピーディー
に進めていくことが求められている。

１）「顧客視点でどのような価値を創出するか、ビジョンが明確でない」

２）「号令だけでは、経営トップがコミットメントを示したことにならない」

３）「DX による価値創出に向けて、その基盤となる IT システムがどうあるべきか、認識が十分とは言えない」

■課題点



デジタルガバナンスコード 10

2020 年 11 年9日 策定 2022 年 9月13日 改訂
（引用）経済産業省:デジタルガバナンス・コード2.0 

デジタルガバナンス・コードとは、あらゆる要素がデジタル化される
「Society5.0」に向けて企業価値向上のために実践すべき事柄を指します。



DX認定とは

「デジタルガバナンス・コード」に対応し、DX推進の準備が
整っていると認められた企業を国（経済産業省）が認定する
制度です。

DX認定制度は、デジタル技術による社会変革に対して経営者に求められる事項を取りまとめた「デ
ジタルガバナンス・コード」に対応し、DX推進の準備が整っていると認められた企業を国が認定する
制度です。認定事業者は「企業がデジタルによって自らのビジネスを変革する準備ができている状態
（DX-Ready）」とされ、自社をアピールしたり、公的な支援措置を受けることができます。

■DX認定とは
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12

引用:経済産業省「DX認定制度 申請要項」



まとめると・・・ 13

社内のデジタル化を、

市場の将来を考えて、

どうしていくか戦略がある会社

（個人事業主含む）に対して認定



DX認定と行政書士・士業の業務
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認定から税制までの業務 15

ＤＸ認定 主務官庁
事前相談

適応計画
認定・実施

税
務
申
告

計
画
報
告

人事評価制度・就業規則作成

DX投資促進税制

補助金事業計画作成
コンサル

１．ビジョン・ビジネスモデル ２．戦略 ２−１．組織づくり・人材・企業文化に関する方策 ２−２．IT システム・デジタル技術活用環境の整備に関する方策
３．成果と重要な成果指標 ４．ガバナンスシステム



DX認定と行政書士・士業の業務 16

業務業種

・補助金
・コンサルティング行政書士

・DX投資促進税制
・コンサルティング税理士

・人事評価制度
・就業規則
・コンサルティング

社会保険労務士



認定から税制までの業務 17

ＤＸ認定 主務官庁
事前相談

適応計画
認定・実施

税務
申告

計画
報告

DX認定申請時

適応計画

• 経営計画コンサルティング
• 人事評価制度コンサルティング
• 就業規則作成コンサルティング
• 認定申請書作成

人事評価制度・就業規則作成

• 投資計画作成コンサルティング
• 事業適応計画作成
• 補助金手続き
• 税務申告

成⾧発展事業 情報技術事業

エネルギー利用環境負荷低減事業適応



高度デジタル人材訓練／成⾧分野等
人材訓練

◼実訓練時間数(P.22)が10時間以上である
こと
◼ OFF-JTであること
◼職務に関連した専門的な知識および技能
の習得をさせるための訓練（職務関連訓
練）であること

◼次のいずれかの訓練であること
❶以下のいずれかに該当するもの ⅰ高度
情報通信技術資格（ ITスキル標準（ITSS)レ
ベル４または３）の取得を目標とする過程

ⅱ第四次産業革命スキル習得講座

ⅲマナビDXの掲載講座のうち、講座レベ
ルが、「ITスキル標準（ITSS)」、「ITSS+」
又は「DX推進スキル標準」のレベル４ま
たは３に区分される講座

助成金・投資促進税制

DX認定

■人材開発支援助成金

下記内容を満たした
事業適応計画及びDX認定を取得

■内容
・デジタル要件

1.データ連携
2.クラウド技術の活用
3.DX認定の取得

・企業変革要件
1.売上上昇（10％）
2.海外市場の獲得（売上割合）
3.全社の意思決定に基づくもの

■DX投資促進税制

18



DX認定を取得するメリットは?

自社を知るきっかけ 助成金・税制優遇 国のお墨付きが貰える 話のきっかけになる

自社の現状把握
市場の現状把握
市場の将来性
ツールの選定

などをとおして、自社
を知るきっかけになり、
社内環境の変化につな
がる

■人材開発支援助成金
■DX投資促進税制
が使える要件になって
いる

経済産業省から自社の
取り組みや考え方にお
墨付きをもらえる

営業している際にDX認
定って何?と聞いても
らえる



ＤＸ認定とは
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DX認定とは

「デジタルガバナンス・コード」に対応し、DX推進の準備が
整っていると認められた企業を国（経済産業省）が認定する
制度です。

DX認定制度は、デジタル技術による社会変革に対して経営者に求められる事項を取りまとめた「デ
ジタルガバナンス・コード」に対応し、DX推進の準備が整っていると認められた企業を国が認定する
制度です。認定事業者は「企業がデジタルによって自らのビジネスを変革する準備ができている状態
（DX-Ready）」とされ、自社をアピールしたり、公的な支援措置を受けることができます。

■DX認定とは
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DX認定とは

DX認定の
認知

要件
検索

現状
把握

問題
把握

課題
設定

戦略
策定

戦略
実行 測定

DX認定で検討する部分

戦略が変われば指標が変化する。
指標が変われば求める行動が変化する。
求める行動が変われば組織が変化する。

自社の変化のきっかけになる!
DX認定は組織変革!

22
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引用:経済産業省「デジタル人材育成プラットフォームの検討について」



DX認定の申請方法

24



DX認定の申請方法

引用:DX認定制度 申請要項 P23

25



DX認定の申請方法

GビズIDの取得

DX認定ポータルにて申請を行う為に必要

サイバーセキュリティの対応

SECURITY ACTION制度に基づいて自己宣言
（二つ星）

自己診断フォーマット作成・提出
１.認識共有
2.アクションの議論
3.進捗の把握

申請チェックシート作成

DX認定申請書の設問に対応したシートの作
成

認定申請書作成

申請チェックシートに記載した事項を踏まえ
作成

認定申請

ポータルサイトから申請

1

2

3

4

5

6

■DX認定申請までの流れ

※中小企業向けの手続きの順番になります。

26



自己診断フォーマット

引用：DX推進指標の構成（経済産業省「DX推進指標とそのガイダンス」 P.8）

本指標は、現在、多くの日本企業が直面してい
る DX を巡る課題を指標項目とし、

関係者が議論をしながら自社の現状や課題、
とるべきアクションについての認識を共有し、
関係者がベクトルを合わせてアクションにつな
げていくことを後押しすべく、

気づきの機会を提供するためのツールとして、
策定したものである。

• 経営者が答えるのが望ましい「キークエス
チョン」

• 経営者が経営層及び関係部署と協議して答え
るのが望ましい「サブクエスチョン」

上記の様に2種類の質問が有ります。

27



経営ビジョン

Society5.0に向けて、企業のDXに関す
る自主的取組を促すため、

デジタル技術による社会変革
を踏まえた、経営ビジョンの
策定・公表といった経営者に
求められる対応を「デジタル
ガバナンス・コード」と言い
ます。

28



DX認定の申請方法
認定基準ＤＸ認定の項目デジタルガバナンスコードの項目

デジタル技術による社会及び競争環境の変化
の影響を踏まえた経営ビジョン及び ビジネス
モデルの方向性を公表していること

(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術
の活用の方向性の決定

１．経営ビジョン・ビジネスモデル

デジタル技術による社会及び競争環境の変化
の影響を踏まえて設計したビジネス モデルを
実現するための方策として、デジタル技術を
活用する戦略を公表している こと

(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の
具体的な方策（戦略）の決定

２．戦略

デジタル技術を活用する戦略において、特に、
戦略の推進に必要な体制・組織に 関する事項
を示していること

(2) ①戦略を効果的に進めるための体制
の提示

２．１．組織づくり・人材・企業文化に
関する方策

デジタル技術を活用する戦略において、特に、
ITシステム・デジタル技術活用環境 の整備に向
けた方策を示していること

(2) ②最新の情報処理技術を活用するた
めの環境整備の具体的方策の提示

２．２．ＩＴシステム・デジタル技術
活用環境の整備に関する方策

デジタル技術を活用する戦略の達成度を測る
指標について公表していること

(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定３．成果と重要な成果指標

経営ビジョンやデジタル技術を活用する戦略
について、経営者が自ら対外的にメッ セージ
の発信を行っていること

(4) 実務執行総括責任者による効果的な
戦略の推進等を図るために必要な情報発
信

４．ガバナンスシステム

経営者のリーダーシップの下で、デジタル技
術に係る動向や自社のITシステムの現 状を踏ま
えた課題の把握を行っていること

(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割
を果たすことによる、事業者が利用する
情報処理システムにおける課題の把握

戦略の実施の前提となるサイバーセキュリ
ティ対策を推進していること

(6) サイバーセキュリティに関する対策
の的確な策定及び実施

29



DX認定の申請方法

有るべき姿

現状

Company
自社

Competitor
競合他社

Customer
顧客

1

2

3

4

5

現状把握：自己診断チェックシート

目標設定：社内・コンサル・他社相談

市場分析：3C・4P・STP戦略

自社の問題・課題認識

戦略策定：ガバナンスコード2.0

・ Product（商品）:どのような商品を提供するのか
・ Price（価格）:どれくらいの価格で販売するのか
・ Place（場所）:どのような経路で商品を消費者に届けるのか
・ Promotion（販促）:どのような手段で、消費者に購入してもらうのか

• S:セグメント （市場細分化
• T:ターゲティング （狙うべき市場・顧客
• P:ポジショニング （自社の立ち位置

30



飛騨屋の事例

31



飛騨屋の事例

1. 紙ベースの申請

2. 紙ベースのやり取り

3. 面着文化

4. 手続きだけ

1. 電子申請

2. データでのやり取り

3. Web面談

4. 手続き以外もする

今までの社労士 これからの社労士

■飛騨屋の考え

32



飛騨屋の事例
■飛騨屋のシステム

飛騨屋 お客様

提供システム

資料の提案
Web面談

■クラウドシステム

• 社労士システム

• 事務所会計

• 請求書

• データストレージ

• 契約書

• タスク管理

• 顧客管理

• 資料DB

• 受託管理簿

■顧問先様が利用できるシステム

• 労務システム

• マイナンバー

• 年末調整

• Web明細

• 有給管理

• 勤怠管理

• 人事評価制度

• タレントマネジメント

33



専門特化型専門特化型

オールマイティー型オールマイティー型

手続
代行型
手続
代行型

コンサル
ティング型
コンサル
ティング型

大手・中堅事務所

・助成金特化
・障害年金特化
・その他手続き特化
・就業規則作成特化
・スポット手続き特化

・助成金特化
・障害年金特化
・その他手続き特化
・就業規則作成特化
・スポット手続き特化

・評価制度特化
・特定業界特化
（介護・運輸・宿泊）

・評価制度特化
・特定業界特化
（介護・運輸・宿泊）

勤務から独立型
IPOコンサル

社労士分類（主観）



飛騨屋の事例

■DX認定までの流れ

DX認定を知る 初回申請
自己診断・セ
キュリティアク
ション申請

形式不備対応

５月頭 ５月１５日 ５月１７日 ５月後半

内容不備対応

6月後半

■前提
１．元々紙ベースからデジタルにしたかった。
２．大手製造業などで、デジタル技術を利用した業務を経験していた。
３．元々ワーケーションをしたくてクラウドソフトを契約していた。
４．自己診断シートも一人事務所の為、簡単に設定出来た。
５．申請チェックシートも上記の考えを元に設定
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DX認定とは

認知 検索 現状
把握

問題
把握

課題
設定

戦略
策定

戦略
実行 測定

・経営、データ活用の方向性

・経営、データ活用の戦略

・戦略の推進体制

・戦略推進の環境整備

・戦略達成の指標

• 情報発信

• 情報処理システムにおける課

題の把握

• サイバーセキュリティに関す

る対策

36



DX認定の申請方法

サイバーセキュリティの対応

「SECURITY ACTION」は中小企業自らが、情報セキュリティ対策に取組むことを自己宣言する制度です。
安全・安心なIT社会を実現するために創設されました。

中小企業がDX認定を取得する場合はSECURITY ACTION制度に基づいて自己宣言（二つ星）が必要になります。

取組み目標を決める

自己宣言をする

ステップアップする

「★★二つ星」ロゴマークを使用するには・・・
中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン付録の「5分でできる!情報セキュリティ自社診断」で自社の
状況を把握したうえで、情報セキュリティポリシー（基本方針）を定め、外部に公開してください。

•SECURITY ACTIONロゴマークをポスター、パンフレット、名刺、封筒、会社案内、ウェブサイト等に表示して、
自らの取組みをアピールすることができます。

「★★二つ星」から始めた中小企業等は、情報セキュリティをさらに有効にするために情報セキュリティポ
リシーの策定および、ポリシーの継続的な見直しによる新たな脅威等への対応を実施しましょう。

37

引用:ipa「SECURITY ACTIONとは?」
https://www.ipa.go.jp/security/security-action/sa/index.html



DX認定の申請方法

■二つ星の宣言方法
中小企業の情報セキュリティ対策ガイドライン付録の「5分でできる!情報セキュリティ自社診断」で
自社の状況を把握したうえで、情報セキュリティ基本方針を定め、外部に公開したことを宣言します。

基本的対策

従業員としての対策

組織としての対策

38



DX認定の申請方法
■g Bizidの概要

エントリー

プライム

どちらでも申請が
できます。

ＧビズＩＤとは、１つのアカウントにより複数の行政サービスにアクセスできる認証システムです

Ｇビズ
ＩＤ

行政システムA 行政システムB 行政システムC 行政システムD

■g Bizidの種類

オンラインで即日作成可能なアカウント

印鑑証明書（個人事業主は印鑑登録証明書）と登録印鑑で押印し
た申請書を運用センターに郵送し、審査（原則２週間以内）のの
ち作成される、法人代表者もしくは個人事業主のアカウント
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DX認定の申請方法

1

2

3

4

5

アカウント申請に必要なものを準備する
ｓｍｓ受信用のスマホ

・印鑑証明
・印鑑

パソコンにてgBizIDプライム申請書を作成する

申請書を印刷し・押印する

申請書と印鑑（登録）証明書を郵送する

1週間程度で審査完了メール受け取り

■g Bizidの取得手順
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認定されるまでの期間
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認定されるまでの期間

引用:DX認定制度申請から認定取得までの期間について
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飛騨屋の事例

※2022/7/12に最終的な認定連絡
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